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 地方自治法（昭和 22年法律第 67号）第 292条において準用する同法第 233条第２項の規

定により審査に付された、平成 30 年度茨城県後期高齢者医療広域連合一般会計・同後期高

齢者医療特別会計歳入歳出決算書及び証書類、その他政令で定める書類について審査したの

で、その結果について次のとおり意見を提出する。 
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 （注）審査意見書中の数字等は、次により表示した。 

 

１ 比率は百分率で表示し、原則として小数点以下第２位を四捨五入としたが、端数調整の

都合上これによらないものもある。 

２ －表示は、皆無若しくは不能、不定または省略を示す。 

３ △表示はマイナスを表す。 

４ その他、次の凡例による。 

 

凡  例 

名 称 内        容 

構 成 比 
（算出したい部分の金額÷それらの全体の合計金額）×100 

全体に占める割合を示す。 

増 減 率 
{（算出したい年度の金額÷その前年度の金額）－１}×100 

その部分の前年度と比較した増減の状況を示す。 

収 入 率 
（収入済額÷予算現額）×100 

予算現額に対する収入の割合を示す。 

執 行 率 
（支出済額÷予算現額）×100 

予算現額に対する予算執行の割合を示す。 
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平成 30 年度茨城県後期高齢者医療広域連合一般会計及び 

同後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算審査意見 

 

 

第１ 審査の対象 

 

平成 30年度茨城県後期高齢者医療広域連合歳入歳出決算書 

一般会計歳入歳出決算 

後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算 

一般会計歳入歳出決算事項別明細書 

後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算事項別明細書 

実質収支に関する調書 

財産に関する調書 

 

第２ 審査の期間 

 

令和元年６月 22日から令和元年７月３日まで 

 

第３ 審査の方法 

 

この審査にあたっては、広域連合長から提出された歳入歳出決算書、歳入歳出決算事項別

明細書、実質収支に関する調書及び財産に関する調書について、関係法令に準拠して調製さ

れているか、決算の計数は正確であるか、予算は適正かつ効率的に執行されているか、収入

及び支出に係る事務は関係法令に則って適正に処理されているか、財産は適正に管理されて

いるか等に主眼をおき、それぞれの関係諸帳簿及び証拠書類との照合その他必要と認める審

査を実施した。 
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第４ 審査の結果 

 

１ 歳入歳出決算書、同事項別明細書、実質収支に関する調書及び財産に関する調書は、いず

れも関係法令の規定に準拠し、適正に調製されていることを確認した。 

 

２ 歳入歳出決算書、同事項別明細書、実質収支に関する調書及び財産に関する調書の計数は、

関係帳票類と照合した結果、いずれも誤りのないことを確認した。 

 

３ 現金残高及び預金残高は、例月出納検査の際の残高確認、証拠書類の検査等により誤りの

ないことを確認した。 

 

４ 歳入の調定、支出負担行為及び支出命令等予算執行は、適正と認められた。 

 

５ 財産に関する調書は、関係法令の規定に準拠して調製され、その内容は適正と認められた。 

 

６ 決算状況については、「第６ 審査の概要」で述べる。 

 

７ 制度開始から 12年目を迎え、広域連合は引き続き、被保険者の健康づくりや被保険者に対

して各種の保険給付を実施するため、市町村、茨城県と緊密な連携を図りながら、制度の安

定的運営に努められた。 

平成 30年度の主要な施策 

①  医療費の適正化 

前年度に引き続き、レセプト二次点検、医療費通知、ジェネリック医薬品の利用差額通

知及び重複頻回受診者訪問指導等を実施したほか、柔整・あんま、はりきゅうマッサージ

のレセプト二次点検及び患者照会業務を実施した。 

 

②  保健事業の推進 

前年度に引き続き、健康診査事業や人間ドック助成を実施したほか、歯科健康診査業務

を実施した。 

 

③ 保険料の適正賦課 

被保険者の所得や世帯状況を把握し、低所得者等には、均等割額の軽減措置等を実施し

た。  
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第５ 意 見 

審査に付された一般会計及び特別会計の歳入歳出決算並びに同付属書類は、いずれもその計

数が正確であると認められた。 

また、予算の執行、経理事務及び財産の管理など財務に関する事務の執行については、実際

の収支が収支命令に符合しており、適正に執行されているものと認められた。歳計現金の運用

についても、残高状況の把握に努め対応可能な範囲の有利な方法で安全に行われていた。 

茨城県は全国の中でも後期高齢者の医療費が少ない県であるが、高齢化はますます進行し、

医療費の増加が避けられない状況であることから、当広域連合においては、適正な業務の執行

並びに、医療費の伸びが過大とならない取組みが求められる。 

後期高齢者医療制度は、被保険者の保険料のみならず、多額の税負担や現役世代からの支援

金により成立している制度であることから、国の制度改正に係る動向等を注視するとともに、

関係団体との連携を密にし、保健事業や医療費適正化事業に一層取り組むことにより、医療費

の伸びを適正なものにし、全ての後期高齢者が安心して医療を受けられるよう、引き続き健全

な財政運営に努められたい。 
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第６ 審査の概要 

Ⅰ 平成 30年度歳入歳出決算の概要 

 

一般会計の歳入と歳出の決算額は、 

   歳入決算額  9億 9,730万 4,404円 

   歳出決算額  9億 8,807万 7,778円 

であり、歳入歳出決算差引額は、922万 6,626円となった。 

特別会計の歳入と歳出の決算額は、 

   歳入決算額  3,303億 6,979万 9,341円 

   歳出決算額  3,231億 7,216万 2,246円 

であり、歳入歳出決算差引額は、71億 9,763万 7,095円となった。 

 

 

 

第１表 歳入歳出決算額 

 

（単位：円） 

区  分 

会  計 
歳入決算額 歳出決算額 

歳入歳出決算 

差 引 額 

一般会計 997,304,404 988,077,778 9,226,626 

後期高齢者医療特別会計 330,369,799,341 323,172,162,246 7,197,637,095 
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Ⅱ 一 般 会 計 

１ 決算の概要 

平成 30年度歳入決算額は、９億 9,730万円で、前年度と比較し 8,971万円（9.9％）の

増となった。 

一方、歳出決算額は９億 8,808万円で、前年度と比較し 8,588万円（9.5％）の増となっ

た。 

この結果、歳入歳出差引額は 923 万円で、前年度と比較し 383 万円（71.1％）の増とな

り、実質収支額は、翌年度に繰越すべき財源がないので、同額の 923万円である。 

 

 

第２表 歳入歳出決算額比較 

（単位：円、％） 

区 分 
歳 入 歳 出 歳入歳出差引 

決算額 増減率 決算額 増減率 決算額 増減率 

29年度 907,590,628 1.1  902,196,603 1.1  5,394,025 2.5  

30年度 997,304,404 9.9  988,077,778 9.5  9,226,626 71.1  

 

 

 

第３表 歳入歳出決算収支比較 

（単位：円、％） 

区 分 
29年度 30年度 

決算額 増減額 増減率 決算額 増減額 増減率 

1 歳入総額 Ａ 907,590,628 9,779,385 1.1  997,304,404 89,713,776 9.9  

2 歳出総額 Ｂ 902,196,603 9,650,199 1.1  988,077,778 85,881,175 9.5  

3 差引額 

（形式収支額） 

Ｃ＝Ａ－Ｂ 

5,394,025 129,186 2.5  9,226,626 3,832,601 71.1  

4 

繰
越
財
源 

(1)継続費 
0 0 ― 0 0 ― 

逓次繰越額 

(2)繰越明 
0 0 ― 0 0 ― 

許費繰越額 

(3)事故繰 
0 0 ― 0 0 ― 

越し繰越額 

計 Ｄ 0 0 ― 0 0 ― 

5 実質収支額 

Ｅ＝Ｃ－Ｄ 
5,394,025 129,186 2.5  9,226,626 3,832,601 71.1  
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２ 歳 入 

平成 30年度歳入決算額は９億 9,730万円であり、内訳は分担金及び負担金９億 9,029万

円（総額の 99.3％）、繰越金 539万円（同 0.5％）、諸収入 161万円（同0.2％）などとなっ

ている。 

第４表 歳入決算状況 

（単位：円、％） 

款 
予算現額 

Ａ 

調定額 

Ｂ 

収入済額 

Ｃ 

不納 

欠損額 

収入 

未済額 

収入率 

Ｃ／Ａ 
構成比 

1 分担金及 

び負担金 
990,291,000 990,290,984 990,290,984 0 0 100.0  99.3  

2 財産収入 5,000 4,626 4,626 0 0 92.5  0.0  

3 繰入金 1,000 0 0 0 0 0.0  0.0  

4 繰越金 5,394,000 5,394,025 5,394,025 0 0 100.0  0.5  

5 諸収入 1,588,000 1,614,769 1,614,769 0 0 101.7  0.2  

歳入合計 997,279,000 997,304,404 997,304,404 0 0 100.0  100.0  

 

 

第５表 款別歳入決算額比較 

（単位：円、％） 

款 

29年度 30年度 

決算額 
構成 

比 
増減額 増減率 決算額 

構成 

比 
増減額 増減率 

1 分担金及 

び負担金 
900,753,002 99.2  8,474,980 0.9  990,290,984 99.3  89,537,982 9.9  

2 財産収入 4,625 0.0  △3,104 △40.2  4,626 0.0  1 0.0  

3 繰入金 0 0.0  0 ― 0 0.0  0 ― 

4 繰越金 5,264,839 0.6  1,395,384 36.1  5,394,025 0.5  129,186 2.5  

5 諸収入 1,568,162 0.2  △87,875 △5.3  1,614,769 0.2  46,607 3.0  

歳入合計 907,590,628 100.0  9,779,385 1.1  997,304,404 100.0  89,713,776 9.9  
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３ 歳 出 

平成 30年度歳出決算額は９億 8,808万円であり、内訳は、民生費７億 5,225万円（総額

の 76.1％）、総務費２億 3,446万円（同 23.7％）、議会費 137万円（同 0.2％）となってい

る。 

第６表 歳出決算状況 

（単位：円、％） 

款 
予算現額 

Ａ 

支出済額 

Ｂ 

不用額 

Ａ－Ｂ 

執行率 

Ｂ／Ａ 

翌年度 

繰越額 
構成比 

1 議会費 1,715,000 1,369,209 345,791 79.8  0 0.2  

2 総務費 241,634,000 234,460,569 7,173,431 97.0  0 23.7  

3 民生費 752,248,000 752,248,000 0 100.0  0 76.1  

4 公債費 1,000 0 1,000 0.0  0 0.0  

5 予備費 1,681,000 0 1,681,000 0.0  0 0.0  

歳出合計 997,279,000 988,077,778 9,201,222 99.1  0 100.0  

 

 

第７表 款別歳出決算額比較 

（単位：円、％） 

款 

29年度 30年度 

決算額 
構成 

比 
増減額 増減率 決算額 

構成 

比 
増減額 増減率 

1 議会費 1,090,588 0.1  257,882 31.0  1,369,209 0.2  278,621 25.5  

2 総務費 242,301,015 26.9  △13,805,683 △5.4  234,460,569 23.7  △7,840,446 △3.2  

3 民生費 658,805,000 73.0  23,198,000 3.6  752,248,000 76.1  93,443,000 14.2  

4 公債費 0 0 0 ─ 0 0.0  0 ─ 

5 予備費 0 0 0 ─ 0 0.0  0 ─ 

歳出合計 902,196,603 100.0  9,650,199 1.1  988,077,778 100.0  85,881,175 9.5  
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Ⅲ 後期高齢者医療特別会計 

１ 決算の概要 

平成30年度歳入決算額は、3,303億6,980万円で、前年度と比較し52億8,645万円（1.6％）

の増となった。 

一方、歳出決算額は、3,231億 7,216万円で、前年度と比較し、32億 4,995万円（1.0％）

の増となった。 

この結果、歳入歳出差引額は、71億 9,764万円となり、前年度と比較し 20億 3,650万円

（39.5％）の増となり、実質収支額は、翌年度に繰越すべき財源がないので、同額の 20億

3,650万円である。 

 

第８表 歳入歳出決算額比較 

（単位：円、％） 

区 分 
歳 入 歳 出 歳入歳出差引 

決算額 増減率 決算額 増減率 決算額 増減率 

29年度 325,083,354,089 4.8  319,922,215,256 5.3  5,161,138,833 △20.3  

30年度 330,369,799,341 1.6  323,172,162,246 1.0  7,197,637,095 39.5  

 

第９表 歳入歳出決算収支比較 

（単位：円、％） 

区 分 

29年度 30年度 

決算額 増減額 増減率 決算額 増減額 増減率 

1 歳入総額 Ａ 325,083,354,089 14,823,039,056 4.8  330,369,799,341 5,286,445,252 1.6  

2 歳出総額 Ｂ 319,922,215,256 16,136,273,121 5.3  323,172,162,246 3,249,946,990 1.0  

3 差引額 

（形式収支額） 

Ｃ＝Ａ－Ｂ 

5,161,138,833 △1,313,234,065 △20.3  7,197,637,095 2,036,498,262 39.5  

4 

繰
越
財
源 

⑴ 継続費 
0 0 － 0 0 － 

逓次繰越額 

⑵ 繰越明 
0 0 － 0 0 － 

許費繰越額 

⑶ 事故繰 
0 0 － 0 0 － 

越し繰越額 

計 Ｄ 0 0 － 0 0 － 

５ 実質収支額 

Ｅ＝Ｃ－Ｄ 
5,161,138,833 △1,313,234,065 △20.3  7,197,637,095 2,036,498,262 39.5  
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２ 歳 入 

平成 30年度歳入決算額は、3,303億 6,980万円であり、内訳は、支払基金交付金 1,297

億 4,179万円（総額の 39.3％）、国庫支出金 1,099億 5,601万円（同 33.3％）、市町村負担

金 559億 6,650万円（同 16.9％）などとなっている。 

 

第 10表 歳入決算状況 

（単位：円、％） 

款 
予算現額 

Ａ 

調定額 

Ｂ 

収入済額 

Ｃ 

不納 

欠損額 

収入 

未済額 

収入率 

Ｃ／Ａ 
構成比 

1 市町村負担金 55,527,217,000 55,966,502,723 55,966,502,723 0 0 100.8  16.9  

2 国庫支出金 106,383,584,000 109,956,011,843 109,956,011,843 0 0 103.4  33.3  

3 県支出金 26,677,990,000 26,685,142,603 26,685,142,603 0 0 100.0  8.1  

4 支払基金交付金 129,072,501,000 129,741,792,000 129,741,792,000 0 0 100.5  39.3  

5 特別高額医療費 

共同事業交付金 
102,036,000 86,392,101 86,392,101 0 0 84.7  0.0  

6 財産収入 457,000 456,396 456,396 0 0 99.9  0.0  

7 繰入金 2,219,476,000 2,219,476,000 2,219,476,000 0 0 100.0  0.7  

8 繰越金 5,161,138,000 5,161,138,833 5,161,138,833 0 0 100.0  1.5  

9 県財政安定化 

基金借入金 
1,000 0 0 0 0 0.0  0.0  

10 諸収入 548,806,000 670,631,387 552,886,842 8,463,990 109,280,555 100.7  0.2  

歳入合計 325,693,206,000 330,487,543,886 330,369,799,341 8,463,990 109,280,555 101.4  100.0  

 

 

第 11表 款別歳入決算額比較 

（単位：円、％） 

款 

29年度 30年度 

決算額 
構成

比 
増減額 増減率 決算額 

構成

比 
増減額 増減率 

1 市町村負担金 53,244,646,582 16.4  2,673,424,612 5.3  55,966,502,723 16.9  2,721,856,141 5.1  

2 国庫支出金 108,377,278,944 33.4  3,779,867,905 3.6  109,956,011,843 33.3  1,578,732,899 1.5  

3 県支出金 26,117,862,338 8.0  973,101,926 3.9  26,685,142,603 8.1  567,280,265 2.2  

4 支払基金交付金 128,131,871,000 39.4  6,224,416,000 5.1  129,741,792,000 39.3  1,609,921,000 1.3  

5 特別高額医療費 

共同事業交付金 
82,366,096 0.0  12,240,726 17.5  86,392,101 0.0  4,026,005 4.9  

6 財産収入 624,358 0.0  △721,635 △53.6  456,396 0.0  △167,962 △26.9  

7 繰入金 2,068,712,000 0.6  △270,975,000 △11.6  2,219,476,000 0.7  150,764,000 7.3  

8 繰越金 6,474,372,898 2.0  1,550,753,210 31.5  5,161,138,833 1.5  △1,313,234,065 △20.3  

9 県財政安定化 

基金借入金 
0 0.0  0 ─ 0 0.0  0 ─ 

10 諸収入 585,619,873 0.2  △119,068,688 △16.9  552,886,842 0.2  △32,733,031 △5.6  

歳入合計 325,083,354,089 100.0  14,823,039,056 4.8  330,369,799,341 100.0  5,286,445,252 1.6  
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３ 歳 出 

平成30年度歳出決算額は、3,231億7,216万円であり、内訳は、保険給付費3,158億2,494

万円（総額の 97.7％）、諸支出金 57億 5,292万円（同 1.8％）などとなっている。 

 

第 12表 歳出決算状況 

（単位：円、％） 

款 
予算現額 

Ａ 

支出済額 

Ｂ 

不用額 

Ａ－Ｂ 

執行率 

Ｂ／Ａ 

翌年度 

繰越額 
構成比 

1 総務費 799,371,000 753,750,884 45,620,116 94.3  0 0.3  

2 保険給付費 318,232,003,000 315,824,943,371 2,407,059,629 99.2  0 97.7  

3 県財政安定化 

基金拠出金 
86,478,000 86,478,000 0 100.0  0 0.0  

4 特別高額医療費 

共同事業拠出金 
102,236,000 87,969,429 14,266,571 86.0  0 0.0  

5 保健事業費 671,230,000 639,348,968 31,881,032 95.3  0 0.2  

6 基金積立金 26,754,000 26,754,000 0 100.0  0 0.0  

7 公債費 1,056,000 0 1,056,000 0.0  0 0.0  

8 諸支出金 5,769,838,000 5,752,917,594 16,920,406 99.7  0 1.8  

9 予備費 4,240,000 0 4,240,000 0.0  0 0.0  

歳出合計 325,693,206,000 323,172,162,246 2,521,043,754 99.2  0 100.0  

 

第 13表 款別歳出決算額比較 

（単位：円、％） 

款 

29年度 30年度 

決算額 
構成 

比 
増減額 増減率 決算額 

構成 

比 
増減額 増減率 

1 総務費 691,693,711 0.2  25,316,473 3.8  753,750,884 0.3  62,057,173 9.0  

2 保険給付費 311,678,743,545 97.4  15,406,247,047 5.2  315,824,943,371 97.7  4,146,199,826 1.3  

3 県財政安定化 

基金拠出金 
81,345,739 0.0  △261 0.0  86,478,000 0.0  5,132,261 6.3  

4 特別高額医療

費共同事業拠

出金 

82,801,212 0.0  4,097,308 5.2  87,969,429 0.0  5,168,217 6.2  

5 保健事業費 598,862,800 0.2  24,053,374 4.2  639,348,968 0.2  40,486,168 6.8  

6 基金積立金 287,088,000 0.1  △206,843,000 △41.9  26,754,000 0.0  △260,334,000 △90.7  

7 公債費 0 0.0  0 ─ 0 0.0  0 ─ 

8 諸支出金 6,501,680,249 2.1  883,402,180 15.7  5,752,917,594 1.8  △748,762,655 △11.5  

9 予備費 0 0.0  0 ─ 0 0.0  0 ─ 

歳出合計 319,922,215,256 100.0  16,136,273,121 5.3  323,172,162,246 100.0  3,249,946,990 1.0  
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Ⅳ 財産に関する調書 

 

（１）債権 

（単位：円） 

区  分 前年度末現在額 決算年度中増減額 決算年度末現在高 

債権 574,000 △127,500 446,500 

 

歳入に係る債権以外の債権については、職員用公舎敷金 446,500円となっている。 

 

 

（２）基金 

（単位：円） 

区  分 前年度末現在高 決算年度中増減額 決算年度末現在高 

財政調整基金 30,928,638 4,626 30,933,264 

後期高齢者医療給付費準備基金 3,051,005,087 △1,440,474,000 1,610,531,087 

 

基金については、関係諸帳簿と照合した結果、適正に管理運用されていると認められた。 
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